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日本国 内で は年 間 90 万戸 程度 の新 築 住宅が 供給 され 続 け、総 人口 が減 少 に転

じたに もか かわ ら ず、2020 年時 点に おいて も建 築ス ト ックの 総量 は増 加 し続け て

いる。 それ には 、 都心に おけ る再 開 発によ るも のも あ れば、 郊外 にお い て更地 に

新たに 住宅 が建 設 される こと によ っ て生じ たも のも あ り、建 築ス トッ ク 増加の 要

因は画 一的 では な い。し かし なが ら 、この 要因 を詳 細 に調査 する ため に は、市 区

単位よ りも 詳細 な 街区単 位に よる 建 築スト ック の状 況 を時系 列的 に把 握 できる 統

計資料 が欠 かせ な いが、 この よう な 統計資 料は 2020 年時点 にお いて は 整備さ れ

ていな い。 人口 減 少時代 にお ける 都 市政策 や建 設産 業 政策に おけ る重 要 な知見 を

発見す るた めに 必 要な根 拠資 料と な る地理 的分 布が 把 握でき 、同 時に 時 系列デ ー

タとし て整 備さ れ た建築 スト ック の データ ベー スの 整 備が期 待さ れて い る。  

本研究 は大 都市 部 におけ る建 築ス ト ックの 変化 を建 物 単位で 分析 する と ともに 、

時 間 経 過 に よ る 変 化 を 把 握 で き る GIS 建 物 デ ー タ ベ ー ス の 作 成 手 法 の 考 案 を 行

った。 また 、 GIS 建物デ ータ ベー ス を用い て主 要都 市 の建築 スト ック の 総量や 用

途ごと の変 化に つ いて分 析を 行っ た 。更に 建物 の存 続 ・新築 ・滅 失・ 建 替えと い

った変 化を 都市 の 新陳代 謝と 表現 し 、それ ぞれ 量的 な 変化を 示し 、そ の 地理的 な

分布を 都市 ごと に 明示し た 。こ のよ う に建 物 の悉 皆的 で 時間軸 を有 する GIS 建物

データ ベー スを 作 成する 手法 を体 系 化し、 都市 の新 陳 代謝の 状況 を分 析 するこ と

を目的 とし た論 文 である 。  

本論文 は６ 章か ら 構成さ れて いる 。  

 

第１章 では 、研 究 背景の 整理 と目 的 の明確 化を 行っ た 。スト ック 型社 会 への転

換を図 るこ との 重 要性は 明ら かで あ るが、 建築 スト ッ クを有 効に 活用 す るため に

は現状 の分 析が 重 要であ るこ とを 述 べた上 で、 都市 全 体の建 物に つい て 悉皆的 ・

時系列 的に 把握 す ること ので きる デ ータベ ース が存 在 してい ない こと を 指摘し た 。

その上 で、 地方 公 共団体 が定 期的 に 実施す る都 市計 画 基礎調 査に おい て 作成さ れ

るデー タを 用い て 、悉皆 的・ 時系 列 的に把 握す るこ と のでき る建 物デ ー タベー ス

の作成 を提 案し た。すなわ ち既 存の「都 市計画 基礎 調査 情 報」に 基づ き、札 幌 市・

東京都 23 区・横 浜 市・名 古屋 市・大 阪 市・福 岡市 につ い て、GIS データ を、時間

軸を有 する GIS 建 物デー タベ ース と して加 工し 、その 精 度を評 価す る手 法 の構築

を目指 した 。この 都 市計画 基礎 調査 情 報から 目的 の GIS 建物デ ータ ベー ス を得る

際の課 題と して 、 建物の 建て 替わ り に関す る情 報に つ いては 付与 され て いない こ

と、お よび 自治 体 ごとに 行わ れて い る調査 につ いて 、 その 調 査結 果が 標 準化さ れ

ていな いこ とを 指 摘した 。そ して そ の方策 と研 究フ ロ ーを示 し、 本研 究 の位置 づ

けを整 理し た。  

 

第２章 では 、建 物 の GIS デー タを 時 系列デ ータ とす る ために 、異 なる 時 点の調
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査結果 を GIS デー タ全体 で重 ね合 わ せ、ポリ ゴン とし て 表現さ れた 個々 の 建物の

外形を 比較 する こ とで建 物同 定を 行 った。 建物 同定 に あたっ て、 調査 年 度間の 系

統誤差 が一 定程 度 内と認 めら れる 年 度を抽 出し 、隣 り 合う時 点の 調査 に 対して 建

物同定 を全 ての 建 物につ いて 実施 し た。同 定の 可否 は 異年度 間の 建物 を 示すポ リ

ゴンが 重な る面 積 により 判定 した 。 加えて 、 異 年度 間 で建物 を示 すポ リ ゴンの 位

置座標 やポ リゴ ン の外形 が微 妙に 異 なる場 合が ある こ とを鑑 みて 、面 積 判定で 同

一では ない と判 定 された 建物 につ い ても 、更 に正 確な 同 定が可 能な 手法 を 示した 。

すなわ ち面 積判 定 に加え て図 形周 長 の一致 度も 評価 す る、あ るい はポ リ ゴンの 分

割方法 を変 更し て 再度、 同定 を行 う などで ある 。一 致 と判定 され た建 物 につい て

は、最 終的 に異 年 度間で 共通 の ID を付与 し、 一元 的 な分析 を可 能と し た。航 空

写真に 基づ いて GIS データを 作成 する ことは 、確認 申請 の 必要の ない 建物 を 含む

都市の 建物 の実 態 が把握 でき る利 点 がある 一方 で 、作 成 時点の 異な る GIS データ

間での 微妙 な差 異 が図形 処理 の過 程 で必然 的に 発生 す るため 、同 一の 建 物の同 定

を正確 に行 う手 法 が必要 とな る。 本 論文で は、 複数 の 判断軸 を有 する 建 物同定 を

段階的 に行 う手 法 により 、こ れら の 問題を 回避 でき る ことを 示し 、個 々 の建物 の

変化が 把握 可能 な 、時間 軸を 有す る GIS 建物デ ータ ベ ースの 構築 を行 っ た。  

 

第３章 では 、異 年 度間・都市 間で の 比較分 析を 可能 と するた めに GIS 建 物デー

タベー スの 内容 を 検討し た 。建 築ス ト ックの 分析 にお い ては建 築面 積 、延 床 面積、

建 蔽 率 お よ び 容 積 率 を 用 い る こ と が 一 般 的 で あ る 。 そ の た め 本 研 究 で 作 成 し た

GIS 建物 デー タベ ースに おい ても 、 これら 数量 の抽 出 あるい は算 定を 可 能とす る

ことが 求め られ る 。従来 は建 物の ポ リゴン の面 積を そ のまま 建築 面積 と 見なす 場

合が多 かっ たが 、本 研究に おい ては GIS データに おけ る建 物を表 すポ リゴ ン の面

積と実 際の 建築 面 積の差 異を 考慮 し て、建 物の ポリ ゴ ンの面 積か ら建 築 面積を 、

更に階 数情 報を 加 えて延 床面 積を 推 計する 計算 式を 求 めた。 また 街区 を 示すポ リ

ゴンの 面積 と、 そ の街区 内に 含ま れ る建物 の建 築面 積 と延床 面積 から 街 区単位 の

建蔽率 や容 積率 を 推計し た。 最後 に 求めた 各種 の推 計 結果 を いく つか の 公的な 統

計情報 と比 較し 、 得られ た建 築面 積 、延床 面積 、建 蔽 率およ び容 積率 の 妥当性 が

従来の 算定 方式 よ り高く なっ てい る ことを 確認 した 。 以上に より 、異 年 度間・ 都

市 間 で 比 較 可 能 な GIS 建 物 デ ー タ ベ ー ス の 作 成 と 必 要 な 数 量 情 報 を 抽 出 す る 手

法を確 立し た。  

 

第４章 では GIS 建 物デー タベ ース を 用いて 、各都 市の 建 築スト ック の総 量 の変

遷に関 する 基本 統 計と、 都市 ごと の 建物規 模の 変遷 に ついて 分析 を行 っ た。ま ず

全体の 傾向 とし て 、いず れの 都市 に おいて も建 築ス ト ックの 総量 が増 加 してい る

こと、 およ び多 く の都市 で棟 数の 増 加率よ り延 床面 積 の増加 率が 大き い ことを 確
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認した 。更 に、 都 市の中 心部 で建 物 が大型 化す る一 方 で、周 縁部 では 棟 数が増 大

してい るな ど、 建 築スト ック の変 化 の内容 が都 市内 の 領域に より 異な る ことを 確

認して いる 。ま た 用途別 にみ ると 、 戸建住 宅で は規 模 の収斂 が進 み、 集 合住宅 と

都心部 の事 務所 の 大規模 化が 進ん で いるこ とを 指摘 し 、これ によ り都 市 全体で 見

た場合 に建 物の 規 模の偏 在性 が高 く なって いる こと を 明らか にし た。 最 後に各 都

市に共 通す るこ と として 、都 市の 中 心部で は高 度利 用 や大規 模化 が進 み 、周縁 部

では同 等規 模の 戸 建住宅 が増 加し 、 その密 度を 増大 さ せ てい る状 況が あ ること を

示した 。  

 

第５章 では 建物 の 新陳代 謝に 着目 し 、滅失 した 建物 あ るいは 新た に供 給 された

建物に 着目 した 分 析を行 った 。ま ず、東京都 23 区・横浜 市・名古屋 市で 建物 の新

陳代謝 が盛 んで あ ること を示 した 。 また、 新陳 代謝 の 発生量 の地 理的 分 布は用 途

ごとに 都市 間で 類 似性が ある こと を 示した 。す なわ ち 、戸建 住宅 では 周 縁部、 集

合住宅 では ター ミ ナル駅 に近 接す る 沿線部 、事 務所 は 既存の オフ ィス エ リアで 多

いこと を指 摘し た 。更に、前後 の建 物 棟数の 変化 によ り 新陳代 謝を「新 規 型」「単

数型 」「 統合 型 」「 分割型 」「複 合型 」「撤 去型 」の 6 つ に分類 し 、類 型ご との数 量

的な特 徴と 地理 的 分布の 傾向 を明 ら かにし た。1 棟 の建 物が 1 棟 に建 て替 わる「 単

数型」は変 化の 前後 で用途 や規 模の 変 化が相 対的 に少 な い一方 で 、「統 合型 」は変

化後に 大型 の集 合 住宅や 事務 所に な る傾向 があ り 、「 分 割型 」は 変化 後に 戸 建住宅

になる 傾向 があ る ことを 確認 した 。 地理的 な分 布に つ いては 「統 合型 」 は都心 に

おいて その 割合 が 高く 、「 分割 型 」は 旧来の 邸宅 街に お いて多 く発 生し て いる状 況

を明ら かに した 。「 新規型 」は都 市の 周 縁部に おけ る戸 建 住宅の 供給 に伴 っ て生じ

ており 、こ れに よる 都市域 の拡 大を 指 摘し た 。「撤去 型」は都心 やそ の近 傍 で多く

発生し てい るが 、 それは 建物 の大 規 模化の 準備 とし て の一時 的な 滅失 と 推察で き

る。以 上の ように G IS 建物デ ータ ベー スによ り、個々 の 建物に 着目 した 都 市の新

陳代謝 が把 握で き ること を示 すと と もに、 調査 対象 都 市にお ける その 実 態を明 ら

かにし た。  

 

第６章 は本 論文 の まとめ であ る。  

 

以上に より 、時間 軸 を有す る GIS 建物 データ ベー スの 作 成手法 を新 たに 体 系化

すると とも に、 作 成した デー タベ ー スを用 いて 、主 要 都市に おけ る建 築 ストッ ク

の総量 の変 遷や 建 物の存 続・ 新築 ・ 滅失・ 建替 えの 実 態につ いて 、時 間 的ある い

は地理 的な 差異 を 含めて 定量 的に 明 らかに した 。
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